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日
本
の
明
暗
を
分
け
る
離
島
政
策

第
三
期
海
洋
基
本
計
画
（
平
成
三
〇
年
五
月
～
）
に
お
い
て
、日
本
は
海

洋
立
国
を
目
指
す
こ
と
が
明
記
さ
れ
て
い
る
。
海
洋
国
家
と
し
て
、
四

方
を
海
に
囲
ま
れ
て
い
る
こ
と
を
意
識
し
、
海
洋
環
境
、
海
洋
安
全
な

ど
に
配
慮
し
な
が
ら
海
洋
利
用
を
進
め
、
国
家
の
礎
と
し
て
い
く
考
え

だ
。
具
体
的
に
は
、
海
上
交
通
、
海
底
資
源
開
発
、
水
産
業
振
興
な
ど

に
よ
り
、
国
民
生
活
、
国
家
経
済
の
向
上
を
目
指
そ
う
と
い
う
の
で
あ

る
。わ

が
国
が
海
洋
国
家
た
る
要
素
は
、
約
四
四
七
万
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト

ル
に
も
お
よ
ぶ
広
大
な
領
海
と
排
他
的
経
済
水
域
を
合
わ
せ
た
管
轄
海

域
を
持
つ
こ
と
に
あ
る
。
そ
の
基
点
は
、
六
八
五
二
あ
る
（
昭
和
六
二
年

東
海
大
学
教
授
　
山
田 

吉
彦

海
洋
安
全
保
障
の
視
点
に
立
っ
た

離
島
振
興
施
策
を

海
上
保
安
庁
発
表
。
本
土
五
島
含
む
）
と
い
わ
れ
る
島
々
で
あ
る
。
た
だ
し
、

こ
の
島
の
数
は
周
囲
が
〇
・
一
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以
上
の
も
の
だ
け
で
あ

り
、
そ
れ
に
満
た
な
い
小
さ
な
島
々
を
合
わ
せ
る
と
、
そ
の
数
は
数
十

万
に
も
の
ぼ
る
だ
ろ
う
。

海
洋
立
国
を
目
指
す
た
め
に
は
、
離
島
を
安
定
的
に
保
全
・
管
理
し

な
が
ら
、
積
極
的
に
活
用
す
る
施
策
が
必
要
と
な
る
。
離
島
が
海
域
の

管
理
の
拠
点
に
な
っ
て
い
る
の
だ
。
と
り
わ
け
内
海
を
含
む
約
四
二
〇

の
有
人
離
島
で
は
、
多
く
の
住
民
の
目
が
海
域
の
監
視
の
役
割
を
果
た

し
て
い
る
。
つ
ま
り
、こ
れ
ら
島
々
の
社
会
を
維
持
し
続
け
る
な
ど
、離

島
に
対
す
る
施
策
の
成
否
が
海
洋
国
家
の
明
暗
を
分
け
る
と
い
え
る
の

で
あ
る
。

新
し
い
離
島
振
興
への
提
言 

海
洋
安
全
保
障
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N
ations Convention on the Law of the Sea: U

N
CLO

S

）」（
以
下
、
国
連
海

洋
法
条
約
）
で
あ
る
。
こ
の
条
約
は
、そ
れ
ま
で
の
「
海
は
人
類
共
通
の

財
産
」
と
い
う
概
念
の
変
革
に
多
大
な
影
響
を
も
た
ら
し
た
。
つ
ま
り
、

海
か
ら
得
ら
れ
る
権
益
を
、沿
岸
国
に
分
割
し
て
与
え
た
の
で
あ
る
。こ

の
た
め
、
一
部
の
国
で
は
、
領
土
的
野
心
に
匹
敵
す
る
管
轄
海
域
の
拡

海
洋
侵
出
の
契
機
と
な
っ
た
国
連
海
洋
法
条
約

世
界
の
国
々
が
、
海
洋
侵
出
、
海
洋
管
理
に
目
を
向
け
始
め
た
大
き

な
発
端
は
、
一
九
八
二
年
に
第
三
次
国
連
海
洋
法
会
議
に
お
い
て
採
択

さ
れ
、九
四
年
に
発
効
し
た「
海
洋
法
に
関
す
る
国
際
連
合
条
約（U

nited 

■国連海洋法条約の功罪
　国連において、国際海洋法の議論が起きたのは、1945年9月に米国
のトルーマン大統領が「大陸棚の地下及び海底の天然資源に関する宣
言」（大陸棚に関するトルーマン宣言）を発表したことが発端である。米国は、
自分たちの沿岸の海底資源の独占的な開発権を主張したのだ。このト
ルーマン宣言を受け、各国は海洋資源開発の権益を競うようになったた
め、海洋管轄権、海洋利用権などの国際法制化を求める国が出てくるこ
ととなる。
　1958年に開催された第一次国連海洋法会議において、「大陸棚に関
する条約」（大陸棚条約）が採択され、64年に発効したが、不足部分、懸案
事項も多く58カ国が批准したにとどまった。日本をはじめとする主要国
の参加がないまま、諸条件などが整理され国連海洋法条約に集約し、
国際法体系が作られた。同時に第一次国連海洋法会議では、ジュネー
ブ海洋法4条約といわれる領海条約・公海条約・公海生物資源保存条
約・大陸棚条約が結ばれた。しかし、海洋管理の基本となる領海幅は
合意されず、国際海洋法の審議を続けることが求められた。さらに、60
年に第二次国連海洋法会議が開催されたが、合意を得ることができず、
国際海洋法の制定には、さらに時間を要すことになった。
　第二次世界大戦後20年を経ると、科学技術の発展が著しく、海洋利
用の重要性が再び着目されるようになった。1967年の国連総会におい
てマルタ共和国のA・パルド国連大使が「海洋は人類の共同財産」とす
る演説を行ない、多くの国々の代表者の賛同を得た。この演説をきっか
けに国際海洋法の制定に向けた動きが加速し、73年に始まった第三次
国連海洋法会議において海洋管理の議論が進められ、82年に国連海洋
法条約が採択されたのである。
　国連海洋法条約の前文には、海洋における国際協力を重視し、「海洋
の諸問題は、相互に密接な関連を有し、全体として検討される必要があ
る」と明記されており、ここにおいて、海洋問題へのグローバルな対処の
必要性が示唆された。それまでの国際社会は、1609年にオランダの法
学者フーゴ・グロティウスが発表した「自由海論」（発表時は匿名）におけ
る「海洋の領有は許されない。海洋は自然法によって万人の使用に開放
される」という主張が重視されてきた。しかし、現代社会では、自由が行
き過ぎると紛争に発展するとの経験から、ある程度の規制をともなう管
理が必要であるとする発想に至り、海洋管理が求められるようになった
のである。
　国連海洋法条約は、沿岸国が主権を持つ「領海」を沿岸から最大12
海里（約22.2ｋｍ）まで認め、さらに沿岸国が他国を排除して経済的な権
益を独占することができる「排他的経済水域」を最大200海里まで主張
できるとした。つまり、海を分割し領有することを認めたのである。これ
により、技術を持つ先進国は、急速に沿岸の海洋開発を推進するように
なり、さらなる海洋権益を求めて管轄海域の拡大を目指し、海洋侵出を
目指す国が現れた。いわば、国連海洋法条約が海洋管理に関する国家
の権限を認めたことで、海洋権益の獲得に野心を持つ国の出現や、新
たな海洋紛争の助長につながったとも指摘できるのである。



28

権
、
海
洋
権
益
が
明
確
に
な
っ
た
。
さ
ら
に
、
管
轄
海
域
の
基
点
と
な

る
島
や
基
線
の
定
義
が
示
さ
れ
、
海
上
に
国
境
線
が
設
定
さ
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
こ
と
で
、
管
轄
海
域
を
広
く
持
つ
国
と
持
た
な
い
国
と
の
間

に
差
が
生
じ
、
海
の
権
益
を
守
る
紛
争
が
発
生
、
結
果
的
に
各
国
の
領

海
警
備
体
制
に
目
が
向
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

海
洋
権
益
の
獲
得
を
目
指
す
中
国
の
驚
異

日
本
に
と
っ
て
強
引
に
海
洋
侵
出
を
始
め
た
中
国
は
、
悩
み
の
種
で

あ
る
。
中
国
は
、
国
連
海
洋
法
条
約
の
制
定
を
受
け
、
海
洋
権
益
の
獲

得
を
目
指
す
よ
う
に
な
っ
た
国
で
あ
る
。
国
連
海
洋
法
条
約
制
定
の
一

九
八
二
年
、
鄧
小
平
の
指
示
を
受
け
た
中
国
人
民
解
放
軍
海
軍
司
令

官・劉り
ゅ
う

華か

清せ
い

は
、「
中
国
人
民
解
放
軍
近
代
化
計
画
」
を
策
定
し
、
対
米

国
の
軍
事
境
界
ラ
イ
ン
の
意
味
を
持
つ
第
一
列
島
線
、
第
二
列
島
線
を

設
定
す
る
。
第
一
列
島
線
と
は
、
日
本
の
南
西
諸
島
か
ら
台
湾
、
カ
リ

マ
ン
タ
ン
島
か
ら
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
島
嶼
部
に
連
な
る
東
シ
ナ
海
、
南

シ
ナ
海
を
包
み
込
む
ラ
イ
ン
で
あ
る
。
第
二
列
島
線
は
、
小
笠
原
諸
島

か
ら
グ
ア
ム
・
サ
イ
パ
ン
、
そ
し
て
パ
プ
ア
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア
を
結
ぶ
北

西
太
平
洋
を
抱
え
る
ラ
イ
ン
だ
。

そ
れ
ま
で
に
も
中
国
は
、
一
九
四
七
年
に
南
シ
ナ
海
を
囲
む
九
段
線

を
設
定
し
、
南
シ
ナ
海
の
暗
礁
、
岩
礁
も
含
め
た
「
島
」
の
領
有
権
を

主
張
し
て
い
る
。
当
初
、
中
国
の
狙
い
は
、
島
々
の
領
有
の
獲
得
で
あ

大
を
目
指
し
海
洋
侵
出
を
行
な
う
よ
う
に
な
っ
て
い
っ
た
。
な
お
、
二

〇
一
九
年
四
月
現
在
、
国
連
海
洋
法
条
約
は
、
一
六
八
の
国
・
地
域
お

よ
び
欧
州
連
合
が
批
准
し
て
い
る
（
日
本
は
一
九
九
六
年
に
批
准
）。

国
連
海
洋
法
条
約
の
策
定
に
向
け
た
議
論
の
過
程
に
お
い
て
、
先
を

争
う
よ
う
に
行
な
わ
れ
る
無
秩
序
な
海
洋
開
発
や
漁
業
に
歯
止
め
を
か

け
る
た
め
の
規
制
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、
海
洋
利
用
に
関
す
る

国
際
規
約
、
海
洋
安
全
保
障
や
航
海
に
関
す
る
ル
ー
ル
作
り
が
進
め
ら

れ
た
。
ま
た
、
沿
岸
国
に
よ
る
領
海
と
排
他
的
経
済
水
域
の
主
張
に
関

す
る
規
定
が
設
け
ら
れ
た
こ
と
で
、
沿
岸
国
の
主
張
で
き
る
海
洋
管
轄

国境域の離島では、有人国境離島法により地域社会の維持
が図られている。写真は特定有人国境離島地域社会維持推
進交付金を活用し、国産菌床シイタケの生産量増を実現し
た東京都八丈島の「大竜ファーム」。
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し
か
し
、
近
年
わ
が
国
に
お
い
て
は
、
中
国
の
千
隻
単
位
の
大
漁
船
団

が
出
漁
す
る
た
め
、
例
え
ば
、
五
島
列
島
を
は
じ
め
と
し
た
九
州
沿
岸

に
出
漁
す
る
日
本
漁
船
の
活
動
が
制
約
さ
れ
る
な
ど
、
漁
業
の
衰
退
に

つ
な
が
っ
て
い
る
。

日
中
漁
業
協
定
に
よ
る
暫
定
措
置
水
域
の
漁
業
を
比
較
す
る
と
、
二

〇
一
五
年
に
お
け
る
中
国
の
漁
獲
量
上
限
目
標
が
約
一
六
六
万
ト
ン
に

対
し
、
日
本
は
約
一
一
万
ト
ン
。
暫
定
措
置
水
域
へ
の
出
漁
漁
船
数
は

中
国
約
一
万
七
〇
〇
〇
隻
、
日
本
約
八
〇
〇
隻
と
大
き
な
開
き
が
あ
る
。

東
シ
ナ
海
の
漁
業
は
、
既
に
中
国
に
よ
り
占
領
さ
れ
て
い
る
状
況
だ
。

安
全
保
障
上
有
効
な
島
々
の
管
理

中
国
の
海
洋
侵
出
の
意
図
は
時
間
と
と
も
に
変
化
し
て
い
る
。
二
〇

一
〇
年
以
降
の
中
国
の
東
シ
ナ
海
へ
の
侵
出
状
況
を
見
る
と
、
海
底
資

源
開
発
や
漁
業
で
は
な
く
、
シ
ー
レ
ー
ン
の
確
保
が
主
目
的
に
な
っ
て

い
る
よ
う
だ
。
中
国
の
主
要
な
港
か
ら
お
も
な
輸
出
貿
易
先
で
あ
る
北

米
各
国
へ
の
航
路
は
、
東
シ
ナ
海
か
ら
対
馬
海
峡
お
よ
び
津
軽
海
峡
を

通
過
し
北
西
太
平
洋
に
出
る
日
本
海
航
路
と
、
東
シ
ナ
海
か
ら
大
隅
海

峡
を
通
過
し
黒
潮
に
乗
る
形
で
関
東
沖
か
ら
北
太
平
洋
の
中
心
部
へ
向

か
う
航
路
が
利
用
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
中
国
が
石
油
お
よ
び
鉄
鉱
石

な
ど
を
輸
入
す
る
際
に
利
用
し
て
い
る
航
路
は
、
沖
縄
本
島
と
宮
古
島

の
間
の
宮
古
水
道
か
ら
東
シ
ナ
海
を
横
断
す
る
。
日
中
関
係
が
ど
の
よ

っ
た
が
、
近
年
は
そ
の
島
々
を
軍
事
拠
点
化
し
て
海
域
の
支
配
を
目
指

す
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
排
他
的
経
済
水
域
の
海
洋
権
益
の

獲
得
と
自
国
の
経
済
お
よ
び
安
全
保
障
を
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
シ

ー
レ
ー
ン
（
海
上
交
通
路
）
の
確
保
に
動
き
始
め
た
の
で
あ
る
。

排
他
的
経
済
水
域
に
お
け
る
権
益
と
し
て
着
目
さ
れ
て
い
る
の
は
、

海
底
資
源
の
調
査
開
発
、海
水
の
利
用
、漁
業
管
轄
権
な
ど
で
あ
る
。
中

国
が
初
め
て
尖
閣
諸
島
の
領
有
権
を
主
張
し
た
の
は
、
一
九
六
九
年
に

国
際
連
合
ア
ジ
ア
極
東
経
済
委
員
会
が
、
同
諸
島
周
辺
に
有
望
な
石
油

が
存
在
す
る
可
能
性
が
高
い
と
報
告
し
た
こ
と
が
要
因
だ
と
考
え
ら
れ

る
。ま

た
、中
国
は
、東
シ
ナ
海
の
五
島
列
島
沖
の
日
中
中
間
線
付
近
（
日

中
両
国
の
海
岸
線
か
ら
等
距
離
に
引
い
た
境
界
線
）
に
お
い
て
も
海
底
ガ
ス
油

田
開
発
を
行
な
っ
て
い
る
。
九
九
年
、
平
湖
ガ
ス
田
に
お
い
て
天
然
ガ

ス
の
採
掘
を
開
始
。
そ
の
後
、
樫
（
中
国
名・天
外
天
）、
白
樺
（
春
暁
）
な

ど
日
中
中
間
線
か
ら
わ
ず
か
に
中
国
側
に
存
在
す
る
ガ
ス
田
開
発
を
続

け
て
い
る
。
た
だ
し
、
寧
波
に
あ
る
精
製
基
地
の
状
況
、
海
上
ガ
ス
田

の
フ
レ
ア
の
状
態
な
ど
か
ら
推
測
す
る
と
、
こ
れ
ら
の
ガ
ス
田
が
採
算

ベ
ー
ス
に
乗
っ
て
い
る
可
能
性
は
低
い
。

漁
業
に
お
い
て
は
、
二
〇
〇
〇
年
に
「
漁
業
に
関
す
る
日
本
国
と
中

華
人
民
共
和
国
と
の
間
の
協
定
」（
日
中
漁
業
協
定・新
協
定
）
が
発
効
。
日

中
が
そ
れ
ぞ
れ
自
国
の
漁
船
を
監
督
し
、
互
い
に
漁
を
行
な
う
暫
定
措

置
水
域
が
設
定
さ
れ
る
な
ど
、
大
幅
に
中
国
の
要
求
を
許
容
し
て
い
る
。
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う
な
状
況
に
あ
っ
て
も
、
中
国
が
経
済
・
国
民
の
生
活
を
維
持
す
る
た

め
に
は
日
本
沿
岸
を
堅
実
に
通
航
す
る
こ
と
が
必
要
な
の
で
あ
る
。

二
〇
二
〇
年
以
降
は
、
さ
ら
な
る
東
シ
ナ
海
戦
略
が
展
開
さ
れ
て
い

る
。
習
近
平
政
権
が
台
湾
の
支
配
に
向
け
た
動
き
を
加
速
さ
せ
た
た
め
、

安
全
保
障
に
関
わ
る
側
面
が
よ
り
大
き
く
な
っ
た
。
中
国
が
台
湾
の
支

配
を
実
現
化
さ
せ
る
た
め
に
は
、
現
在
、
日
米
が
主
導
権
を
持
つ
東
シ

ナ
海
に
お
い
て
軍
事
的
に
優
位
な
立
場
に
な
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

一
般
的
に
海
の
国
境
と
考
え
ら
れ
る
の
は
、
排
他
的
経
済
水
域
の
限

界
で
あ
る
。
隣
国
と
排
他
的
経
済
水
域
が
重
複
す
る
場
合
、
中
間
線
を

も
っ
て
境
界
と
す
る
こ
と
が
国
際
基
準
で
は
あ
る
が
、
両
国
の
合
意
が

得
ら
れ
な
い
場
合
、
話
し
合
い
に
お
い
て
決
着
を
目
指
す
こ
と
に
な
る
。

日
本
に
は
、
八
重
山
列
島
、
五
島
列
島
、
対
馬
な
ど
、
他
国
と
管
轄

海
域
を
接
す
る
離
島
が
多
い
。
隣
国
の
海
洋
侵
出
の
み
な
ら
ず
、
密
輸
、

密
入
国
、
密
漁
な
ど
、
隣
国
か
ら
持
ち
込
ま
れ
る
犯
罪
の
防
止
の
た
め

に
も
、
島
々
の
安
全
保
障
施
策
は
重
要
で
あ
る
。

複
雑
な
海
岸
線
を
持
つ
離
島
や
沿
岸
部
で
は
、
海
上
保
安
庁
や
警
察

に
よ
る
監
視
の
目
が
届
か
な
い
の
が
実
情
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
民
間

に
よ
る
早
期
の
異
変
発
見
や
恒
常
的
な
警
戒
活
動
が
求
め
ら
れ
る
。
ま

た
、
住
民
が
安
定
し
て
暮
ら
す
島
で
は
施
政
権
が
明
ら
か
で
あ
り
、
日

米
安
全
保
障
条
約
な
ど
の
国
際
的
な
仕
組
み
に
よ
り
安
全
保
障
上
も
守

ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
安
全
保
障
で
は
、
自
衛
隊
の
活
動
を
想
起
し
が

ち
だ
が
、
島
々
に
暮
ら
す
人
々
の
安
心
安
全
な
生
活
を
守
る
こ
と
が
も

っ
と
も
有
効
な
戦
略
と
い
え
る
。

内
海
に
あ
る
離
島
で
は
、
地
域
社
会
の
維
持
、
環
境
保
全
、
国
土
の

保
全
な
ど
の
意
味
に
お
い
て
活
性
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
外
海
の
離

島
同
様
に
、
島
に
人
々
が
暮
ら
す
こ
と
で
、
人
口
の
分
散
に
つ
な
が
る

な
ど
偏
っ
た
都
市
構
造
の
再
構
築
が
可
能
と
な
る
。
ま
た
、
崩
壊
し
つ

つ
あ
る
自
然
環
境
や
文
化
の
保
全
に
も
結
び
つ
く
と
考
え
ら
れ
る
。

海
洋
国
家
と
し
て
重
要
な
離
島
振
興

離
島
の
活
性
化
に
お
け
る
最
重
要
課
題
は
、
教
育
と
人
材
の
育
成
で

あ
る
。
昨
年
四
月
に
訪
れ
た
広
島
県
大
崎
上
島
で
は
、
地
域
社
会
の
伝

統
的
な
経
済
活
動
で
あ
る
海
運
業
者
の
育
成
の
た
め
、
船
員
を
輩
出
す

る
機
関
で
あ
る
広
島
商
船
高
等
専
門
学
校
を
地
域
が
支
援
し
て
い
る
。

海
運
の
現
場
で
は
、
日
本
人
船
員
の
減
少
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
人

件
費
の
低
さ
か
ら
外
国
人
船
員
に
頼
る
の
で
は
な
く
、
島
を
人
材
育
成

の
場
と
し
て
積
極
的
に
活
用
す
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
こ
の
ほ
か
、

大
崎
上
島
で
は
、
全
寮
制
の
先
端
教
育
を
実
施
す
る
広
島
県
立
広
島
叡え

い

智ち

学
園
（
中
高
一
貫
校
）
を
誘
致
す
る
な
ど
、
地
域
の
若
返
り
と
と
も
に

教
育
拠
点
の
形
成
を
進
め
て
い
る
。

現
在
、
多
く
の
有
人
島
に
光
フ
ァ
イ
バ
が
敷
設
さ
れ
、
通
信
環
境
は

著
し
く
改
善
さ
れ
て
い
る
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
社
会
の
浸
透
は
、
離
島

に
お
い
て
活
動
で
き
る
産
業
基
盤
の
創
出
に
も
結
び
つ
き
つ
つ
あ
る
。
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地
域
の
伝
統
文
化
と
新
た
な
経
済
体
制
が
融
合
し
、
人
生
の
質
を
向
上

さ
せ
る
よ
う
な
取
り
組
み
が
、
今
後
は
さ
ら
に
進
ん
で
ゆ
く
の
で
は
な

い
だ
ろ
う
か
。

離
島
の
活
性
化
と
は
、
国
民
の
平
和
な
生
活
お
よ
び
国
家
の
発
展
に

寄
与
す
る
と
同
時
に
、
一
人
ひ
と
り
の

豊
か
な
人
生
に
も
寄
与
す
る
こ
と
で
あ

る
。
日
本
が
島
々
か
ら
な
る
海
洋
国
家

で
あ
る
こ
と
を
し
っ
か
り
自
覚
し
、
時

代
に
即
し
た
有
効
な
離
島
振
興
策
を
推

進
し
て
い
く
視
点
と
、
そ
の
実
施
体
制

の
充
実
が
、
わ
が
国
の
発
展
に
つ
な
が

る
と
信
じ
て
い
る
。 
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山田吉彦 （やまだ よしひこ）

1962年千葉県生まれ。埼玉大
学大学院博士課程修了。金融
機関 、日本財団勤務を経て、
東海大学海洋学部教授。日本
の海洋や海上国境など海洋安
全保障政策に精通し、離島問
題なども幅広く研究。著書に

『海から見た世界経済』（ダイヤ
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海洋大国』（講談社）など多数。

大崎上島にある広島商船高等専門学校の学生寮と練習船広島丸（提供：広島商船高等専門学校）。

光ファイバ（FTTH）の整備率の推移（各年3月末）

平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

全国 98.0% 98.3％ 98.8% 99.1%

離島 75.1% 80.9% 86.0% 90.6%

※住民基本台帳に基づく世帯数のうち、FTTH 離島可能世帯数の割合を示す。離島振興関係4
法対象離島のうち、一般住民が居住している離島を対象に集計。
出典：第19回国土審議会離島振興対策分科会資料




